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文部科学省令和6年度予算案
（地震火山調査研究関連）
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◆ 令和５年の活火山法の改正に基づき、令和6年4月に設置される火山調査研究推進本部の体制整備や火山専門家の育成等、火山調査研究を推進。
◆ 南海トラフ地震の想定震源域の西側（高知県沖～日向灘）に、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を整備・運用。
◆ 防災科学技術研究所の第5期中長期目標に基づき、あらゆる自然災害を対象とした基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発を推進。

概要

自然災害に対する強靱な社会に向けた研究開発の推進

  （※このほか、「地震観測データ集中化の促進」についてデジタル庁予算へ一括計上）

令和6年度要求・要望額  180億円
（前年度予算額             111億円）

◆次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
「観測・予測・対策」の一体的な火山研究を推進し、次世代の火山
研究者を育成。

火山調査研究推進プラン   2,148百万円（735百万円）

◆火山調査研究推進本部の運営
火山調査研究推進本部の運営を着実に実施。

◆一元的な火山調査研究の推進
基盤的なデータ収集等に必要な調査研究を推進し、陸域・
海域の観測点を整備・運用。

◆火山の機動観測体制の構築
火山噴火時など機動的・重点的な観測が必要な火山の観測
を行うため、平時からの観測、調査体制を強化。

◆即戦力となる火山人材育成プログラム 
社会人の学び直しの機会提供など、即戦力となる火山研究・実務人材
を育成。

9,979 百万円（7,877百万円）基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進 国立研究開発法人防災科学技術研究所

 （※このほか、国土強靱化として事項要求）第5期中長期目標に基づき、あらゆる自然災害を対象とした基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発を推進。
特に、デジタル技術を活用した防災・減災に関する総合的な研究開発や自然災害の基礎・基盤的な研究開発等を実施。
・データを統合・流通させるための基盤整備に向けた研究開発
・分野を横断したリスク評価・対策・対応プロセスに係るシミュレーションを活用した研究開発
・火山調査研究推進本部との連携に係る取組を含む、地震・津波・火山災害の被害軽減に向けた研究開発  等

 （※このほか、国土強靱化として事項要求）

担当：研究開発局 地震・防災研究課

・活断層調査の総合的推進
・地震調査研究推進本部支援 等

地震調査研究推進本部の地震発生
予測に資する調査観測研究等を推進。

地震調査研究推進本部の運営                   699百万円（700百万円）

全国地震動予測地
図活断層の長期評価

182百万円（182百万円）情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
これまで蓄積されてきたデータをもとに、AI、ビッグデータといった情報科学分野の
科学技術を活用した調査研究（STAR-Eプロジェクト）を行う。
防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
防災基本計画に基づき、地方自治体の防災対策に活かすため、南海トラフ沿い
の異常な現象の推移予測等に資する調査研究を行う。

378百万円（378百万円）

火山内部構造・状態推定

火山調査研究の実施

海底地震・津波観測網の構築・運用   
南海トラフ地震の想定震源域の西側（高知県沖～日向
灘）に、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を開発・
整備。海底地震・津波観測網（DONET・S-net）等を運用。

4,606百万円（1,212百万円）

N-net の開発・整備

防災行政情報を統合するSIP4D

1



2

火山調査研究推進プラン
（※別途、防災科研の運交金に必要予算を計上）
（※このほか、国土強靱化として事項要求）

令和6年度要求・要望額   21億円
（前年度予算額                 7億円）

１．火山調査研究推進本部の運営
 3億円（新規）

・政策委員会及び関連部会等の開催
（予算、調査観測計画の策定等）
・火山調査委員会及び関連部会等の開催
（定例会、総合的な評価等）
※このほか、大規模噴火時等に緊急で臨時会を開催

ー 会議開催支援・データ管理に係る業務等
ー 旅費・謝金等

3．火山の研究開発や火山専門家の育成・継続的な確保の推進
◆ 即戦力となる火山人材育成プログラム 1.5億円（新規）
専門性の高い大学等において、火山研究者を目指す社会人への学び直しの機会提供や、関連分野の研究者等の火山研究への参画促進、自治体等に
おける実務者への火山の専門知識・技能の取得支援等を行うことで、幅広い知識・技能を習得した即戦力となる火山研究・実務人材を育成。

◆ 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト ５億円（６億円）
「観測・予測・対策」の一体的な火山研究を推進するとともに、「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、最先端の火山研究と連携させた次世代の
火山研究者を育成。

２-２．火山の機動観測体制の構築  ３億円（１億円）
火山本部の指示の下、防災科学技術研究所において、大学・研究機関等との協力
による機動観測体制を構築。火山噴火時など機動的・重点的な観測が必要な火山
の観測を行うため、平時からの観測・調査体制を強化する。

２-1．一元的な火山調査研究の推進
【精密構造・噴火履歴等の基盤調査】 １億円（新規）
電磁気、音波等の調査やボーリングにより、本部の総合的な評価に必要な陸域・
海域の火山の精密な地下構造・噴火履歴等、基盤的なデータ収集のための調査
研究を実施。

【常時観測点の強化等】 8億円（新規）
（観測機器の整備）
特に緊急性の高い火山の調査観測に必要な基盤的データ収集のための陸域・海
域の観測点を整備
（観測機器の運用）
常時観測点の強化に伴うJVDN（火山観測データの収集システム）の通信強化、
気象庁との情報共有等を実施。

総合基本施策
・

調査観測計画

調査観測データ
・

研究成果

担当：研究開発局 地震・防災研究課

関連する主な政策文書：
「経済財政運営と改革の基本方針2023」（R5.6閣議決定） 
火山災害対策を一層強化するため、改正法に基づき、火山調査
研究推進本部の体制整備、専門的な知識や技術を有する人材の
育成と継続的な確保を行う。

令和５年の活火山法の改正に基づき、令和6年4月から、火山調査研究推進本部が設置される。
これに基づき、本部の着実な運営、一元的な火山調査研究の推進、火山の機動観測体制の
構築、火山専門家の育成・継続的な確保の推進など、改正法の趣旨に沿った取組を行う。

国としての見解を議論し、とりまとめて公表。
国・自治体等の防災行政への活用。

概要
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即戦力となる火山人材育成プログラム 令和6年度要求・要望額 ２億円
（新規）

国 補助 大学等

火山噴火の現象は多様で予測が難しく、これを科学的に理解し、適切な対策につなげていくには火山研究者の育成と確保が必要不可欠。このため、平成28年度から
「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト」により、大学や地方自治体と連携しながら、幅広い知識・技能を持つ次世代の火山研究者の育成を推進。

令和6年4月の改正活火山法の施行に伴う火山調査研究推進本部の設置により、火山研究の推進のための研究者ニーズの急増が見込まれる中、火山研究者の
数は十分ではないなど（火山研究者数113名（令和2年度））、火山研究の推進に支障をきたすおそれがあることから、即戦力となる火山人材の育成は喫緊の課題。

火山防災の実務を担う自治体等における専門人材のニーズは高く、自治体等の実務者の専門知識・技能の取得や、能力の向上を促すことも課題。

次世代火山研究・
人材育成総合
プロジェクト

自治体・民間・
国機関等での
実務

①火山研究者を目指す社会人
への学び直しの機会の提供

大学等研究機関に
おいてパーマネントの
火山研究者として
登用

• 火山調査研究の分野で専門性の高い大学等が行う、
下記①から③の教育カリキュラムの編成、講義・実習等
の運営に係る取組に必要な経費を補助。

大学等研究機関のポスドク等、
任期付研究員

地震学等関連分野の修士課程・
博士課程 修了生・研究者

火山関連
修士課程

火山関連
修士課程・博士課程

自治体・民間企業等における
実務

自治体・民間企業等
における火山人材

【関連する主な政策文書】 
『活動火山対策特別措置法』（昭和48年法律第61号）
「第30条 国及び地方公共団体は、火山に関する観測、測量、調査及び研究のための施設及び組織の整備並びに大学その他の研究機関相互
間の連携の強化に努めるとともに、国及び地方公共団体の相互の連携の下に、火山に関し専門的な知識又は技術を習得させるための教育の充
実を図り、及びその知識又は技術を有する人材の能力の発揮の機会を確保すること等を通じた当該人材の育成及び継続的な確保に努めなけれ
ばならない。」

『経済財政運営と改革の基本方針 2023』（R5.6.16 閣議決定）
「火山災害対策を一層強化するため、改正法に基づき、火山調査研究推進本部の体制整備、専門的な知識や技術を有する人材の育成と継続
的な確保等を行う。」

フィールド実習火山の専門知識に関する
講義・セミナー

現状・課題

事業内容

補助機関：大学・国立研究開発法人等
事業実施期間：令和6年度～

地域の火山防災対策に資する
専門知識・技能の取得による自治体
・民間企業等における防災対応能力
の向上。

火山の専門知識を持つ者、
関連分野の研究者を即戦力となる
火山人材として育成。

① 火山研究者を目指す社会人への学び直しの機会の
提供

② 関連分野（地震学・情報科学・その他理工学分野
等）の研究者等の火山研究への参画促進

③ 自治体・民間企業等における実務者への火山の
専門知識・技能の取得支援

＜効果＞＜補助対象事業＞

即戦力となる火山人材育成プログラム

②関連分野の研究者等の火山
研究への参画促進

③自治体・民間企業等実務
者への火山の専門知識・技
能の取得支援

担当：研究開発局 地震・防災研究課

大学等

民間企業

地方自治体国立研究
開発法人 連携

国機関

【事業スキーム】
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委託先機関：大学、国立研究開発法人等
事業期間：平成28年度～令和7年度

【事業スキーム】

平成26年9月の御嶽山の噴火等を踏まえ、火山研究の推進及び人材育成が求められている。一方で、既存の火山研究は「観測」研究が主流であり、防災・減災に資す
る「観測・予測・対策」の一体的な火山研究が不十分。

→

【これまでの成果】

・プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な研究を推進。
・「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
背景・課題

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

 「観測・予測・対策」の一体的な火山研究の推進
・直面する火山災害への対応（災害状況をリアルタイムで把握し、活動の推移予測を提示）

    ・火山噴火の発生確率を提示
 理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な知識と高度な技能を有する火山研究者の育成

●火山研究人材育成コンソーシアム
 参画機関 （令和5年4月時点）

 火山研究者育成プログラム受講生
・平成28～令和5年度、166名の受講生
（主に修士課程の学生）を受け入れ

・令和4年度までの修了者数：基礎コース135名
 応用コース85名
発展コース14名

事業概要

・火山透過技術（高エネルギー物理学）
・リモートセンシング（資源工学）
・火山ガス観測（地球化学） 
・機動観測（地球物理学）

次世代火山研究推進事業

修了証明書

国立研究開発法人

集中講義 フィールドワーク

海外の研究機関

事務局
海外研修

次世代火山研究
推進事業との連携

人材育成
運営委員会

大学

・博士課程学生を次世代火山研究推進事業に参画
・博士課程修了後にポスドクとして起用

運営
指針

地方自治体の研究機関

・火山噴出物分析（物質科学）
・噴火履歴調査
（歴史学、考古学、地質学）
・シミュレーション（計算科学）

・ドローンによる災害把握技術
（測量、画像処理） 
・リアルタイム降灰予測
（計算科学、気象学）
・災害対策情報ツールの開発（社会防災）

各種観測データの一元化※

本事業で開発する観測技術による観測データ及び既存の観測機器による観測データを、一元的に共有するシステムに提供

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

国内外の研究資源・教育資源を結集し、主要３
分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化学）
に加え、工学、社会科学等の関連分野を体系的
に学ぶことのできる教育プログラムを策定・実施

行政機関
（国、地
方）、
民間企業

協力・
連携

先端的な火山観測技術の開発 火山噴火の予測技術の開発 火山災害対策技術の開発
相互に連携・融合

火山研究人材育成コンソーシアムへの
参画・協力

国 大学・
国立研究開発
法人 等

委託

代表機関：東北大
参加機関：北大、山形大、東工大、

東大、名大、京大、神戸大、
九大、鹿児島大

協力機関：防災科研、産総研、
国土地理院、気象庁、
信州大、秋田大、広島大、茨城大、
東京都立大、早大、富山大、
大阪公立大学

協力団体：北海道、宮城県、群馬県、神奈川県、
山梨県、長野県、岐阜県、長崎県、
大分県、鹿児島県
日本火山学会、日本災害情報学会、

 イタリア大学間火山学コンソーシアム、
アジア航測株式会社、
株式会社ＮＴＴドコモ、
東京電力ホールディングス株式会社、
九州電力株式会社、
株式会社建設技術研究所

担当：研究開発局 地震・防災研究課 4

【関連する主な政策文書】 
『活動火山対策特別措置法』（昭和48年法律第61号）
「（火山に関する調査研究体制の整備等）第三十条 国及び地方公共団体は、火山に関する観測、測量、調査及び研究のための施設及び組織の整備並びに大学その他の研究機関相互間の連
携の強化に努めるとともに、国及び地方公共団体の相互の連携の下に、火山に関し専門的な知識又は技術を習得させるための教育の充実を図り、及びその知識又は技術を有する人材の能力の発揮
の機会を確保すること等を通じた当該人材の育成及び継続的な確保に努めなければならない。」

『経済財政運営と改革の基本方針 2023』（R5.6.16 閣議決定）
「火山災害対策を一層強化するため、改正法に基づき、火山調査研究推進本部の体制整備、専門的な知識や技術を有する人材の育成と継続的な確保等を行う。」

（※「各種観測データの一元化」は「一元的な火山調査研究の推進」に移管（1億円））

令和6年度要求・要望額     5億円
（前年度予算額   6億円）
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S-net
（防災科研）

気象庁の観測
システム

 地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度海域ネット
ワークシステムの開発・製作

 南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

 津波情報提供の高精度化・迅速化及び津波即時予測技術の開発

 地方公共団体、民間企業への地震・津波データの提供
 南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の解明

↑津波即時予測技術の開発 南海トラフ地震
に関する研究→

国土強靱化のため、南海トラフ地震の想定震源域のうち、まだ観測網を設置していない海域（高知県沖～
  日向灘）に、ケーブル式海底地震・津波観測システムを構築。
南海トラフ周辺の海域では、今後30年以内にM８～９クラスの地震が70%～80%の確率で発生すると想定。
地震が発生すれば、最大208兆円の経済的被害、死者・行方不明者23万人と想定（※）。

    ※地震発生域、季節、時間についてそれぞれ被害が最大になると仮定した場合
【「南海トラフ地震防災対策推進基本計画フォローアップ結果」（内閣府）より引用）】

◆ ケーブル式海底地震・津波観測システムによるリアルタイム観測は、海域を震源とする地震現象やそれに
伴う津波の観測、並びにそのデータを用いた防災業務の実施に大きく貢献。
（これまで、南海トラフ地震の想定震源域の東側、日本海溝沿いの海底地震・津波観測網（DONET・S-
net）の整備が完了し、地震・津波研究や気象庁の各種業務に活用）

↑津波警報への貢献

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築・運用
背景・課題

事業概要

期待される効果

○津波の早期検知
今までは地震計により津波の発生を推
定、沿岸域の検潮所等で津波を
検知していたが、これにより、最大
２０分程度早く津波を直接検知できる

観測網の空白域

予算計画（令和元年度～令和6年度）：総額175億円

▲南海トラフ海底地震津波観測網
（N-net）の設置図（イメージ）

【事業スキーム】  補助機関：国立研究開発法人

国 防災科学技術
研究所補助金

「国土強靱化基本計画」（R5.7.閣議決定）
・（略）南海トラフ西側の海域等における地震・津波観測網の整備・運用（略）を進める。
「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（R2.12.閣議決定）
・地震津波火山観測網に関する対策

沿岸システム

沖合システム

令和6年度要求・要望額   35億円
前年度予算額   0.6億円
令和4年度第2次補正予算額   33億円

※別途、運用経費4億円を計上

【関連する主な政策文書】

DONET
（防災科研）

担当：研究開発局 地震・防災研究課 5



南海トラフや日本海溝沿いでは規模の大きな地震の発生が想定されており、ひとたび発生すれば地震・津波により甚大な人的・物的被害の発生の恐れがある。
津波警報や緊急地震速報等は、海溝型の地震について陸上の地震計のみで地震の規模や津波の高さ等を推定することは精度に限界がある。
⇒海底地震・津波観測網により地震や津波をリアルタイムかつ直接検知し、早期に精度の高い情報を提供する。

海底地震・津波観測網の運用
背景・課題

令和6年度要求・要望額 12億円
(前年度予算額 12億円)

【事業の目的】

【事業概要・イメージ】

【これまでの成果】

【事業スキーム】
 補助機関：国立研究開発法人

地震・津波観測監視システム（DONET）
南海トラフ地震の想定震源域に整備・運用。
地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを
備えた、リアルタイム観測可能な高密度海底ネット
ワークシステム。

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）
東北地方太平洋沖を中心とする日本海溝沿いに
整備・運用。
地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを広
域かつ多点に展開した、リアルタイム観測
可能なインラインケーブル式システム。

イメージ図

ＤＯＮＥＴ２
ＤＯＮＥＴ１

ケーブル式海底観測装置
（地震計・水圧計）

 海底地震・津波観測網の維持管理・品質管理・運用とデータ公開
 海底地震・津波観測網のデータ中継や受信・配信等の管理用機器システム更新

高精度な津波即時予測

事業概要

国 防災科学技術研究所
補助金

地震計
センサー群

圧力計
センサー群

津波警報への貢献

地震像の解明とシミュレーション技術高度化

【期待される成果】
 津波即時予測システムの展開及び津波情報提供の高度化
 南海トラフや日本海溝沿いで発生する地震像の解明とシミュレーション技術
の高度化を通じた巨大地震発生評価

 臨時情報の裏付けとなる地殻活動の現状把握と推移予測 他

首都圏地震観測網（MeSO-net）
首都圏に約300の観測点からなる稠
密地震観測網を整備・運用。
観測継続のため、データ伝送に用いて
いるISDN回線の更新が必要。

緊急地震速報への活用

関係機関へ観測データを配信し、
 気象庁において津波警報や緊急地震速報等に活用
 研究機関や大学等において地震調査研究に活用
 地方公共団体や民間企業において津波即時予測システムを導入

「国土強靱化基本計画」（R5.7.閣議決定）
・大規模災害時のリアルタイム被害情報を地図上で集約・分析・共有でき
る統合災害情報システムや、陸海統合地震津波火山観測網
（MOWLAS）、放射線監視体制の整備・強化等に加え、SNS 等も活
用して官・民双方からの情報収集・集約機能の強化を図る（略）

【関連する主な政策文書】

担当：研究開発局 地震・防災研究課 6



7

基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進
（国立研究開発法人防災科学技術研究所）
 自然科学と社会科学の知を融合した総合知により、デジタル技術を活用した防災情報基盤及び災害対応の意思決定を支援するシステム等の防災DXに関する
研究開発や、地震・津波・火山・降雨・雪氷の各ハザードに関する研究開発を推進する。

 地震津波火山観測網、E－ディフェンス等の研究基盤を適切に運用・利活用するとともに、共創の推進等を通じて知の統合拠点を構築する。

令和6年度要求・要望額 100億円
（前年度予算額 79億円）

※運営費交付金中の推計額含む

 分野横断したリスク評価・対策・対応プロセスに係るシミュレーションを活用
した研究開発
災害を社会現象として捉え、発災から復旧復興までのモデル化を行うとともに、被災市町
村の災害対応プロセスを標準化し、被害推定・状況把握のシミュレーション技術を組み
合わせた応急対応業務の意思決定に資する研究開発を行う。
－応急対応DXによる変革的ガバナンスの実現【拡充】

 データを統合・流通させるための基盤整備に向けた研究開発
被災状況認識の自動化や、先手を打つ災害対応に有効な情報の生成・発信を行うため、
防災科学技術分野で培われた技術を集約した総合防災情報基盤の研究開発を行う。
－統合化防災科学デジタルツインの構築とその利活用研究【拡充】

①デジタル技術を活用した防災・減災研究開発 805百万円（405百万円）

 気象災害の被害軽減に向けた研究開発
ー各種観測データ等の利用による豪雨・豪雪など極端気象災害の発生メカニズムの解明
ー起こり得る気象災害の発生危険度を推定する技術等、災害リスク低減

 令和6年度から設置される火山調査研究推進本部との連携
先端的な観測データやシミュレーション技術等の統合を進め、火山活動や噴火災害の評価、
観測手法の高度化、防災対策の提案など、火山本部に資する研究を行う。
－火山災害に対するレジリエントな社会の実現のための研究【拡充】
※このほか、火山調査研究推進本部との連携推進のための体制を整備。 噴火災害の評価技術

②自然災害の基礎・基盤的研究開発 840百万円（690百万円）

※関連する主な政策文書の記載
「経済財政運営と改革の基本方針2023」(R5.6.7閣議決定)
防災科学技術の推進による「デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化」
「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（R5.6.16閣議決定）
防災ＤＸ及び防災科学技術の推進のため、次期総合防災情報システム（来年度運用開始予定）を中核      
に各省庁等のシステムとの連携を強化し、2025年度までに災害情報を一元化する防災デジタルプラットフォー
ムを構築するとともに、防災関連の技術開発を進める。
「国土強靱化基本計画」(R5.7.28閣議決定)
大規模自然災害に対する国・地方公共団体・民間など関係機関の災害対応力の強化や防災DX及び防災
科学技術の推進等のため、先端的な情報科学を用いた地震研究、（中略）、サイバー空間における高度な
情報分析・リスク評価、それらを活用したフィジカル空間における災害対応力の強化に係る研究開発（中略）
防災・減災及びインフラの老朽化対策における研究開発・普及・社会実装を推進する。

 予測力の向上に資する基盤的観測網の運用・利活用促進
地震津波火山観測網や気象観測網の運用・利活用促進を行う。

 予防力の向上に資する先端的研究施設の運用・利活用促進
実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）等の先端的研究施設の運用・
利活用促進を行う。

 対応力の向上に資する情報流通基盤の維持・管理
基盤的防災情報流通ネットワーク等の情報流通基盤の維持・管理を行う。

③研究基盤の適切な運用・利活用の促進 5,524百万円（5,454百万円）

 我が国の防災科学技術の中核を担う統合拠点の形成
防災科学技術の「研究開発成果の最大化」に向け、新しいイノベーションの創出のための
中核的機関としての拠点機能を形成し、社会連携や国際展開等の機能強化を図る。

④レジリエントな社会を支える中核的機関の形成 248百万円（248百万円）

※このほか、国土強靱化として事項要求

 地震・津波災害の被害軽減に向けた研究開発
ー災害発生前から発生後の即時的・逐次的な分析による地震の全体像の評価・情報提供
ー超大型岩石摩擦実験と数値シミュレーションに基づく地震発生・推移シナリオの構築
ーレジリエンスを把握・評価する技術、Ｅ－ディフェンスを活用したレジリエンス向上対策技術等

担当：研究開発局 地震・防災研究課 防災科学技術推進室

地震・火山観測網等の施設の整備・更新 1,392百万円（新規）
 地震・火山観測網の更新
全国の地震計、火山観測装置等について、長期停電対応等のため高性能機器等に更新。

 特別高圧受変電設備の更新
研究所の安定的な運営のため、つくば本所の電力を供給する老朽化した変電設備を更新。
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1 

令和６年度の地震調査研究関係予算概算要求の概要
＝ 地震調査研究推進本部とりまとめ ＝ 

令和５年８月 31日 

地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき、関係行政機関

の地震調査研究予算等の事務の調整を行っている。令和６年度地震調査研究関

係予算概算要求等についてとりまとめたので、以下にその概要を示す。

１．令和６年度概算要求額 

・政府全体     １０５億円（５２億円）対前年度 ２０４％ 
※ 国立研究開発法人等への運営費交付金は含まない。

※（ ）は令和５年度予算額。

２．主な施策 

２－１ 当面取り組むべき地震調査研究に関する基本目標 

（１）海域を中心とした地震調査研究

○文部科学省

＜文部科学省及び防災科学技術研究所＞

・南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築

  3,448百万円（55百万円） 

南海トラフ巨大地震の想定震源域のうち、観測網を設置していない海域

（高知県沖～日向灘）に、地震計・水圧計等を組み込んだマルチセンサー

を備えたリアルタイム観測可能な海底地震・津波観測網を構築する。これ

により、海域を震源とする地震現象やそれに伴う津波の観測及び情報提供

の高精度化・迅速化がなされるとともに、観測データに基づく海溝型地

震・津波の発生メカニズムの解明に役立ち、地震研究の推進及び防災業務

実施に貢献することが期待できる。 

＜海洋研究開発機構＞ 

予知協・資料 5-2-1-2



 

 2 

・海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発   

         運営費交付金の内数 

南海トラフ地震の想定震源域等を中心とした、広域かつ精緻なデータを

連続的にリアルタイムで取得する海底地殻変動観測設備の整備・高度化を

進めるとともに、高精度の海底地下構造調査、海底堆積物・海底下岩石試

料の採取・分析を実施する。これにより得られたデータと既存のデータの

統合・解析を行うことで、地震発生帯モデル及びプレート固着状態に関す

る推移予測手法の高度化を行う。また、海域火山に係る先進的な観測手段

を確立し、海域火山周辺において火山活動の現状把握を行うとともに、地

球内部構造や熱・物質循環機構等の解析を進める。 
 

○経済産業省 

＜産業技術総合研究所＞ 

・海溝型地震評価の研究                         運営費交付金の内数 

千島海溝、日本海溝、相模トラフ、南海トラフ、日本海東縁海域で発生

する巨大地震の過去約 6,000 年間の発生履歴と規模の解明を目標として、

津波堆積物調査及び隆起痕跡等の地形・地質学的な調査を実施し、過去の

海溝型巨大地震及び巨大津波の履歴の解明と規模予測に関する研究を行う。

また、南海トラフ地震の短期的な予測を目標として、地下水・地殻変動の

観測施設の整備を進める。既存の東海地震の観測施設と合わせて、南海ト

ラフ全域を対象とした短期的ゆっくりすべり（短期的 SSE）の自動検出シス

テムの構築と、継続した観測を他機関とも協力して推進する。 

 

○国土交通省 

＜海上保安庁＞ 

 ・海底地殻変動観測等の推進             31百万円（12百万円） 

巨大地震の発生が懸念されるプレート境界域等において、プレート境界

の固着状態を把握するための海底地殻変動観測を実施する。 
 

 ＜気象庁＞ 

・地震と津波の監視・予測に関する研究           30百万円（17百万円） 

「南海トラフ地震臨時情報」の確実な早期発表と、情報発表につながる

スロースリップの監視強化に寄与することを目的として、南海トラフで発

生した地震の規模、破壊領域など地震像を即時把握する手法を改善すると

ともに、多様なスロースリップの監視技術開発、把握精度向上を図る等の

研究を実施する。 
 

（２）陸域を中心とした地震調査研究 
 

○文部科学省 

・活断層調査の総合的推進           372百万円（372百万円） 
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地震の発生確率が高く、地震が発生した際の社会的影響が大きい活断層

に対し、重点的な調査観測を行い、長期的な地震発生時期及び地震規模の

予測精度の向上等を図る。また、内陸活断層の連動性評価のための変位履

歴調査を通して連動型地震の発生予測のための活断層調査研究を推進する。

さらに、これまでデータの取得が困難であり地震発生確率が得られていな

い断層帯に対して、長期評価に資する基礎情報を得ることを目的として、

効率的で新しい手法による調査を行う。 

 

○経済産業省 

＜産業技術総合研究所＞ 

・活断層評価の研究                        運営費交付金の内数 

地形・地質学的な調査に基づいて地震の規模および発生時期を長期的に

予測することを目標に、大都市周辺や社会的影響が大きいと予想される地

域等の活断層や沿岸海域の活断層・地質情報を体系的に収集し、それらの

情報に基づいた活断層データベースや地質図の整備を進める。また、長大

活断層の連動性評価や、地形表現が不明瞭な活断層の評価について、地

形・地質学だけでなく地球物理学的知見を取り入れて研究を推進する。さ

らに、活断層で発生する地震の大きさや発生様式を含めたポテンシャル評

価を目指し、新たな地震テクトニックマップを作成し、これまでに作成し

た列島規模の応力蓄積モデルを活用しつつ、より詳細な地殻応力情報・地

下構造情報の整備を行う。 

 

○国土交通省 

＜国土地理院＞ 

・防災地理調査（全国活断層帯情報整備）        31百万円（31百万円） 

全国の活断層帯を対象に、空中写真判読、資料収集、現地調査等の手法

により、活断層の詳細な位置や関連する地形の分布等の情報を表わした全

国活断層帯情報を整備する。 

全国活断層帯情報を使うことにより、地震災害に強いまちづくりや国民

の安心・安全を目的に国や地方公共団体等が見直しを迫られている防災計

画の改訂や防災教育等を行うことができる。 

 

 

（３）地震動即時予測及び地震動予測の高度化 
 

○文部科学省 

＜防災科学技術研究所＞ 

・地震災害及び津波災害に係る予測力向上に関する研究開発 

          運営費交付金の内数 

世界最大規模の稠密かつ高精度な陸域及び海域の基盤観測網により得ら

れる陸海統合のデータ、海外を含む様々な機関のデータ、さらに必要に応
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じてそれらを補完する機動的な調査観測のデータを活用した研究開発を実

施し、地震及び津波に係る防災・減災に貢献する。 

シミュレーション等の技術を活用し、迅速かつ確実な地震動や津波の即

時予測技術や直後の被害予測技術の開発を行うとともに、高信頼・効率的

な地震・津波観測を行うための観測機材や観測技術を開発する。また、従

来の地震カタログに具わる多様な情報の活用等により地震発生の長期評価

の発展につながる地震発生モデルを構築するとともに、大型岩石摩擦実験、

大規模シミュレーション等を活用して、被害をもたらす大地震に関する研

究についても行う。 

 

○経済産業省 

＜産業技術総合研究所＞ 

・地震災害予測の研究                       運営費交付金の内数 

大都市圏が位置する平野沿岸部について、地震動評価などに必要な地質

層序と構造の標準を構築するとともに、既存の地下地質に関するデータを

収集・整備し、これらの地質情報と各種地下地質構造に関するデータベー

スを統合的に利活用しやすいように、WEB-GISを開発して公開する。 
 

 

（４）社会の期待を踏まえた成果の創出 ～新たな科学技術の活用～ 
 

○総務省 

＜情報通信研究機構＞ 

・次世代航空機搭載合成開口レーダーによる迅速な災害状況把握を推進 

するための実証観測の実施   

 電波伝搬の観測・分析等の推進の内数 

高分解能性能を実現した航空機搭載合成開口レーダ（SAR）の実証観測及

び判読技術の高度化を推進するとともに、地震災害時の詳細かつ広範囲な

状況把握を可能とし、地震災害時にすぐに活用できる実用的なシステムの

構築を目指す。 
 

 

＜消防研究センター＞ 

・石油タンク等危険物施設の地震時安全性向上に関する研究 

33百万円（27百万円） 

石油タンクの地震時安全性の向上を目的として、石油コンビナート地域

を対象とした強震動予測・被害予測の精度向上のための観測・研究を行う。 

消防機関等が行う石油コンビナート地域に対する地震被害情報収集活動

や地震時応急対応（消防庁による緊急消防援助隊の派遣調整等）を迅速、

的確に実施できるよう支援する仕組みを運用し（石油コンビナート等特別

区域地震動観測情報システムの運用、石油タンク地震・津波シミュレータ

の試験運用）改良する。 
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○文部科学省 

＜文部科学省＞ 

・情報科学を用いた地震調査研究プロジェクト（STAR-E プロジェクト） 

  182百万円（182百万円） 

   これまで蓄積されてきた膨大な地震観測データ等を活用した新たな地震

調査研究を推進するため、情報科学の知見と地震学の知見を組み合わせた、

革新的創造的な調査研究を推進する。 

 

＜防災科学技術研究所＞ 

・知の統合を目指すデジタル技術を活用した防災・減災に関する総合的な研

究開発 

               運営費交付金の内数 

都市への経済、インフラ、人口等の集積は、都市の災害リスクを増大さ

せており、首都直下地震や南海トラフ地震への備えは、我が国の都市のレ

ジリエンスを高める上で喫緊の課題の一つである。しかし、国内の地理的

条件や社会経済構造の違いにより、地域によって災害に対するリスク認識

には違いがあるため、都市が潜在的に有する災害リスクを共通のリスク指

標で総合的に評価した上で、社会の各セクター（国、地方公共団体、地域

コミュニティ、民間企業等）が適切な災害対策を実施できる社会の実現に

向け、地震や津波をはじめとした各種自然災害のハザード・リスク評価と

情報の利活用に関する研究を行う。 

 

２－２ 横断的な事項 
 

○文部科学省 

＜文部科学省及び防災科学技術研究所＞ 

・海底地震・津波観測網の運用        1,157百万円（1,157百万円） 

南海トラフ周辺地域及び東北地方における防災対策に貢献するため、南

海トラフ沿い及び東北地方太平洋沖を中心とする日本海溝沿いに地震・津

波のリアルタイム観測網を運用する。海域で発生する地震・津波を迅速か

つ正確に検知することで、緊急地震速報及び津波警報等の高度化に大きく

貢献する。また、海溝型地震・津波の発生メカニズムの解明が可能となる

ことで、巨大地震発生の長期評価・予測、津波即時予測の高度化を図る。 

 

○国土交通省 

＜国土地理院＞ 

・基本測地基準点測量             933百万円（858百万円） 

地震調査研究に必要な地殻変動を高精度に把握するため、VLBI（超長基

線電波干渉法）測量、水準測量、物理測地測量、験潮及び電子基準点測量

を行っている。今後も観測データを蓄積・解析して広域的な地殻変動の詳

細な様相を検出する。また、地殻変動情報は防災に不可欠な情報であるこ

とから、電子基準点の安定運用、迅速な地殻変動情報の提供、データ収
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集・配信、解析処理を行うシステムの整備及び監視体制の整備を図る等、

基礎的調査観測を強化する。 
 

＜気象庁＞ 

・地震観測網、地震津波監視システム等   2,473百万円（1,024百万円） 

全国に展開した地震計、震度計、検潮儀などの観測施設や、地震活動等

総合監視システム等を維持運営するとともに、これらを用いて地震及び津

波を 24 時間体制で監視し、詳細な地震活動等の把握及び地震・津波に関す

る防災情報の提供を行うことで、地震情報や津波警報等の精度、内容の向

上及び安定した提供を図り、地震や津波による災害から国民の生命、身体

及び財産を保護する。 

 

 

２－３ 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）【仮称】

の推進 

 

 ○文部科学省 

 ＜国立大学法人＞ 

・災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）【仮称】 

運営費交付金の内数 

地震や火山現象の解明と予測に関する理学的研究を地震・火山災害に科

学的に対処するための基礎と位置づけて引き続き発展させるとともに、災

害の軽減に貢献することを意識した研究を推進するという視点をより明確

にし、関連研究分野との一層の連携強化や観測研究の成果を活用して災害

軽減に役立てるための方策の研究等を進めていく。計画の推進にあたって

は、政府の地震調査研究推進本部など、関連する組織やプロジェクトとの

連携をさらに進めて、学術研究の成果をもって社会に積極的に貢献するこ

とを目指していく。 

 



（単位：百万円） 

担当機関 
令和５年度 

予 算 額 

令和６年度 

概算要求額 
要 旨 

総
務
省

国立研究開発法人 

情報通信研究機構 

電波伝搬の 

観測・分析等の 

推進の内数 

電波伝搬の 

観測・分析等の 

推進の内数 

○ 次世代航空機搭載合成開口レーダーに

よる迅速な災害状況把握を推進するための 

実証観測の実施 

消防庁消防大学校 

消防研究センター 

27 33 ○ 石油タンク等危険物施設の地震時安全性

向上に関する研究（注４） 

33 (27) 

（うち、デジタル庁一括計上） 13 (14) 

計（注４） 27 33 対前年度比 121% 

文
部
科
学
省

研 究 開 発 局 2,517 5,906 ○ 海底地震・津波観測網の運用 1,157 (1,157) 

○ 南海トラフ海底地震津波観測網

（N-net）の構築 

3,448 (55) 

○ 地震調査研究推進本部関連事業

（地震本部の円滑な運営）（注４） 362 (366) 

 （うち、デジタル庁一括計上） 35 (39) 

（活断層調査） 372 (372) 

○ 地震防災研究戦略プロジェクト

（防災対策に資する南海トラフ地震調査研究 

プロジェクト） 

378 (378) 

（情報科学を活用した地震調査研究 

プロジェクト） 

182 (182) 

（防災研究推進事務費） 6 (6) 

国 立 大 学 法 人 運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 災害の軽減に貢献するための地震火山観測

研究計画（第３次）【仮称】 

国立研究開発法人 

防 災 科 学 技 術 

研 究 所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 地震災害及び津波災害に係る予測力向上に

関する研究開発 

○ 実大三次元震動破壊実験施設等研究基盤を

活用した都市のレジリエンス高度化研究開発 

○ 知の統合を目指すデジタル技術を活用した

防災・減災に関する総合的な研究開発 

国立研究開発法人 

海洋研究開発機構 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 海域で発生する地震及び火山活動に

関する研究開発 

計（注４） 2,517 5,906 対前年度比 235% 

令和６年度地震調査研究関係政府予算概算要求（関係機関別） 



 

経
済
産
業
省 

国立研究開発法人 

産 業 技 術 総 合 

研 究 所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 活断層評価の研究 

 

  

○ 海溝型地震評価の研究 

○ 地震災害予測の研究 

  計 － － 対前年度比  － %     

国
土
交
通
省 

国 土 地 理 院 1,154 1,234 ○ 基本測地基準点測量（注４） 933 (858) 

 （うち、デジタル庁一括計上） 87 (64) 

○ 地殻変動等調査 262 (239) 

○ 防災地理調査（全国活断層帯情報整備） 31 (31) 

○ 地理地殻活動の研究に必要な経費 9 (26) 

気 象 庁 1,407 3,254 ○ 地震観測網、地震津波監視システム等（注４） 2,473 (1,024) 

 （うち、デジタル庁一括計上） 169 (130) 

○ 南海トラフ沿いの地震活動・地殻変動の 

常時監視及び地震発生可能性の評価 

485 (109) 

○ 関係機関データの収集（一元化） 265 (257) 

○ 地震と津波の監視・予測に関する研究（気象

研究所） 

30 (17) 

海 上 保 安 庁 51 67 ○ 海底地殻変動観測等の推進 31 (12) 

○ 海域地殻変動監視観測等の推進 26 (30) 

○ 海洋測地の推進 10 (10) 

  計（注４） 2,612 4,555 対前年度比 174%   

合    計（注４） 5,156 10,494 対前年度比 204%   

 

また、上記のほか、研究の成果が地震調査研究の推進に関連する施策として以下のものがある。 

担当機関 
令和５年度 

予 算 額 

令和６年度 

概算要求額 
要     旨 

経
済
産
業
省 

国立研究開発法人 

産 業 技 術 総 合 

研 究 所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 
○ 地質情報の整備    

国
土
交
通
省 

国土地理院 54 74 
○ 地理地殻活動の研究 

（うち地震調査研究の推進に関連するもの） 
74 (54) 

注１）四捨五入のため、各内数の合計は必ずしも一致しない。 

注２）この他、施設関連経費、事項要求あり。 

注３）国立研究開発法人等の運営費交付金に係る事項については、合計には加えていない。 

注４）令和４年度以降については、政府情報システムに係る経費としてデジタル庁予算として一括計

上とした金額も含まれている。 

要旨右の（ ）は令和５年度予算額 

地震調査研究推進本部調べ 



 
 

 

科学技術・学術審議会測地学分科会 審議状況等について 

令和 5年 11月 13日 

最近の審議状況等 

＜次期観測研究計画の審議＞ 

・次期観測研究計画の審議に関しては、令和 5 年 5 月 30 日の地震火山観測研究計画部会（第 53 回）に

おける審議を踏まえ、6 月 29 日の測地学分科会（第 49 回）・地震火山観測研究計画部会（第 54 回）

合同会議において、次期計画案の中間取りまとめを実施。 

・中間取りまとめを受けて、科学技術・学術審議会委員に状況を報告し、8月～9月にかけて一般からの

意見募集（パブリックコメント）を実施。 

・総会委員及び一般からのご意見や、予知協議会における各機関の研究計画書の取りまとめを踏まえ、分

科会長、取りまとめ委員等と調整のもと、次期計画案の修正を行っているところ。 

 

＜現行計画の進捗及び成果の活用＞ 

・現行計画の進捗に関しては、6 月 29 日の合同会議において令和 4 年度年次報告【機関別】の取りまと

めを行った。その後、9月 25日の地震火山観測研究計画部会（第 55回）において令和 4年度年次報告

【成果の概要】の取りまとめを行うとともに、令和 5年度年次報告の作成方針について審議した。 

・現行計画の成果の活用に関しては、6月 29日の合同会議において、予知協議会 地殻内地震発生確率評

価手法検討ワーキンググループの取組について報告を受け、地震調査研究推進本部との連携の進め方

について審議した。今後の対応としては、地震本部における地震の長期予測手法の高度化に関する議論

にあたり、測地学分科会では、予知協議会と連携して、現行計画の成果について情報提供するととも

に、当該の議論に参画し、学術的な観点から助言を行うなど、地震本部との連携を強化することを確認

した。地震本部では「内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキンググループ」（主査；加藤 

愛太郎 東京大学地震研究所教授）が設置され、今後、議論が進められる予定である。 

 

今後の予定 

令和 5年 

11月 17日 測地学分科会（第 50回）・地震火山観測研究計画部会（第 56回）合同会議 

・次期観測研究計画案の審議。 

・現行計画実施機関における令和 3年度及び 4年度の年次基礎データ調査結果についての審議。 

 

 12月 22日 科学技術・学術審議会総会（第 71回） 

・次期観測研究計画を建議。 
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内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキンググループ 

令和５年７月４日 

地震調査研究推進本部 

政策委員会 

調査観測計画部会 

地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について

の総合的かつ基本的な施策（ 第３期） 令和元年５月地震調査研究推進本部決定）において、

陸域を中心とした地震調査研究の基本目標のひとつとしている、内陸で発生する地震の長

期予測手法の高度化について、今後の調査観測のあり方等の検討を進める必要がある。 

このことから、地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会のもとに内陸で発生

する地震の調査観測に関する検討ワーキンググループ（ 以下（ 本 WG」という。）を設置する。 

１．審議事項 

１）内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化のあり方等について

２）その他

２．構成員等 

１）本（WG（を構成する委員及び専門委員については、部会長が別途定める。

２）本（WG（に主査を置き、本（WG（の構成員の中から部会長が指名する。

３）主査は、本（WG（に属さない委員及び専門委員、その他専門家を招へいし、意見を

聴取することができる。
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活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第60号）の概要

◇ 改正の趣旨
近年、富士山の市街地近くで新たな火口が発見されたこと等による想定される火口の

範囲の拡大や、桜島で大規模噴火の可能性が指摘されたことなど、日本全国で火山活動
が活発化した際の備えが急務となっている。
このような状況に鑑み、噴火災害が発生する前の予防的な観点から、活動火山対策の

更なる強化を図り、住民、登山者等の生命及び身体の安全を確保することを目的とし、
以下を改正し、所要の措置を講ずる。

◇ 改正内容

①避難確保計画の作成等に係る市町村長による援助等 （第８条関係）【追加】

②登山の期日、経路等の情報の提供を容易にするための配慮等 （第11条関係）【追加】

③迅速かつ的確な情報の伝達等 （第12条関係）【追加】

【現状】
不特定多数の者が利用する施設や、避難に時間を要する要配慮者が利用

する施設に作成が義務付けられている、利用者の安全を確保するための
避難確保計画の作成が十分に進んでいない。

【原因】
・避難確保計画作成に係るノウハウの不足
・小規模な施設にとって、計画作成そのものが負担となっていること 等

・市町村長は、避難確保計画の作成及び変更並びに実施に関し
必要な情報の提供、助言その他の援助を実施

・火山防災協議会が市町村長をサポート

・地方公共団体が登山届等提出の容易化に配慮することを規定（オンラインによる登山届の導入等）
・登山届等の情報が火山噴火時等の救助活動にとって重要であることを明記
・登山届等の提出の努力義務規定の内容を強化

情報通信技術の活用等を通じて、火山現象の発生時における住民や登山者等の円滑かつ迅速な
避難のために必要な情報を迅速かつ的確に伝達することを規定

④火山現象に関し専門的な知識又は技術を有する人材
の育成及び継続的な確保等（第30条関係）【追加】

⑤火山調査研究推進本部の設置
（第31条～第36条関係）【新規】

避難確保計画の作成状況
避難促進施設に位置づけられた
559施設中、452施設で避難確保計画
作成済み （令和４年９月末時点）

⑥ 火山防災の日 （第37条関係）【新規】

・国民の間に広く活動火山対策についての関心
と理解を深めるため、
８月26日を「火山防災の日」に制定
・火山防災の日には、防災訓練等その趣旨に
ふさわしい行事が実施されるよう努める。

明治44年８月26日は、浅間山に日本で最初の火山
観測所が設置され、観測が始まった日です。

⑦検討
（附則第７項関係）【新規】

政府は、火山に関する最新
の科学的知見等を勘案し、
活動火山対策の在り方に
ついて検討を加え、必要な
措置を講ずる。

国及び地方公共団体は、相互の連携の下に、
・火山に関し専門的な知識又は技術を習得させるため
の教育の充実を図り、

・その知識又は技術を有する人材の能力の発揮の
機会を確保すること
等を通じた人材の育成及び継続的な確保に

努めなければならない。

国は、火山に関する観測、測量、調査及び研究を推
進するため、必要な予算等の確保や、地方公共団体
に対する必要な援助に努めなければならない。

令和６年４月１日施行

浅間火山観測所

文部科学省に、火山に関する観測、測量、
調査及び研究を一元的に推進するための
火山調査研究推進本部を設置

【推進本部でつかさどる事務】
①観測、測量、調査及び研究の推進について総合的
かつ基本的な施策を立案

②関係行政機関の火山に関する調査研究予算等の
事務の調整

③総合的な調査観測計画を策定
④関係行政機関、大学等の調査結果等を収集、整理、
分析し、総合的な評価を実施

⑤総合的な評価に基づく広報
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火山調査研究推進本部の設置に向けた準備会の開催
について

「火山調査研究推進本部」の設置に当たり事前準備を行う必要があ

ることから、有識者から幅広く御意見をいただくため、火山調査研究
推進本部の設置に向けた準備会を開催する。 

開催期間： 令和5年９月から令和6年3月まで 

議事の内容：

本部の設置及び設置後の事務の円滑な実施に向けて必要となる、
以下の論点等に関する議論を行う。

〇 総合基本施策や調査観測計画の構成

〇 調査結果の収集等を行う行政機関や大学等の範囲、収集等
 の手順

〇 調査結果に基づく「総合的な評価」の範囲や手法

 等

準備会の構成員：

座長 清水 洋 九州大学 名誉教授
副座長 藤井 敏嗣 山梨県富士山科学研究所 所長

など、学識経験者20名程度で構成

準備会の運営：

〇 準備会の庶務は、関係行政機関の協力を得て、文部科学省 

 地震・防災研究課において処理する。

〇 準備会は原則として非公開とするが、会議終了後に速やかに

 議事要旨を作成し、公表する。 

文部科学省研究開発局 地震・防災研究課



 

 

火山調査研究推進本部の設置に向けた準備会 構成員 

 

 

 

座長  清水 洋  九州大学 名誉教授 

副座長  藤井 敏嗣 山梨県富士山科学研究所 所長 

 

青山 裕  北海道大学大学院理学研究院 教授 

井口 正人 京都大学防災研究所 教授 

石塚 吉浩 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

         活断層・火山研究部門 副研究部門長 

大倉 敬宏 京都大学大学院理学研究科 教授 

大湊 隆雄 東京大学地震研究所 教授 

神田 径  東京工業大学 科学技術創成研究院 

         多元レジリエンス研究センター 准教授 

小平 秀一 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 海域地震火山部門長 

篠原 宏志 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

         活断層・火山研究部門 招聘研究員 

田中 明子 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

         活断層・火山研究部門 マグマ活動研究グループ長 

西村 太志 東北大学大学院理学研究科 教授 

平田 直  東京大学 名誉教授 

藤田 英輔 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 火山防災研究部門長 

前野 深  東京大学地震研究所 准教授 

三浦 哲  東北大学大学院理学研究科 教授 

森田 裕一 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 

         火山研究推進センター 主幹研究員 

山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科 教授 

 

関係行政機関 

内閣府 政策統括官（防災担当）付 

経済産業省 産業技術環境局 

国土交通省 水管理・国土保全局 

国土地理院 

気象庁 

海上保安庁 

 



 

火山調査研究推進本部の設置に向けた準備会（第１回） 
議事要旨 

 

 

１．日 時 令和５年９月 19日（火）13時 30分～16時 30分 

 

 

２．場 所 文部科学省３ F２特別会議室 

      ※オンライン併用 

 

 

３．議 題 （１）火山調査研究推進本部の役割について 

 

      （２）総合的な評価について 

 

      （３）その他 

 

 

４．議 事 

（１）活動火山対策特別措置法に規定された火山調査研究推進本部の事務について事

務局から説明があり、活動火山対策の強化に資する一元的な火山調査研究の推

進など、火山本部に期待される役割について議論した。 

 

（２）活火山法 第 31条第 2項第 4号「火山に関する観測、測量、調査又は研究を行

う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集し、整理し、及び分析し、並びに

これに基づき総合的な評価を行うこと」に関して、火山活動の長期評価や現状

評価など、火山本部が行う総合的な評価の考え方について議論した。 

 

（３）その他、火山本部が総合的な評価を行うためには、調査観測等の体制を早急に

整備すべきではないかという意見があった。 



 

火山調査研究推進本部の設置に向けた準備会（第２回） 
議事要旨 

 

 

１．日 時 令和５年 10月 24日（火）15時 00分～17時 30分 

 

 

２．場 所 文部科学省３ F１特別会議室 

      ※オンライン併用 

 

 

３．議 題 （１）総合的な評価について 

 

      （２）その他 

 

 

４．議 事 

（１）活火山法 第 31条第 2項第 4号「火山に関する観測、測量、調査又は研究を行

う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集し、整理し、及び分析し、並びに

これに基づき総合的な評価を行うこと」に関して、第 1回における各委員の意

見等を踏まえ、火山本部が行う総合的な評価に係る取組について、議論した。

主な意見は以下の通り。 

 

 総合的な評価を行うためには、各火山の過去の噴火履歴や調査観測結果等

の基礎情報を収集・整理することが重要であり、その上で評価手法の開発

や高度化を推進するべき。 

 

 火山活動の中長期的な評価として、開発した評価手法を各火山に適用し、

平時から、例えば噴火事象系統樹などのプロダクトを作成して、データベ

ース等にとりまとめるべき。 

 

 火山活動の現状の評価として、調査観測データや研究の成果を総合的に分

析し、現象の解釈を行うとともに、メカニズム解明等に向けた検討を行う

べき。また、今後の火山活動の推移についても評価を行うべき。 
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